
特定生産緑地に指定されなかった
生産緑地の取扱い（固定資産税等）

固定資産税、都市計画税については、これまでの農地課税から、宅地並み課税と
なります。ただし、三大都市圏特定市においては、急激な税負担を防ぐ観点から、
激変緩和措置（課税標準額に初年度：０．２、２年目：０．４、３年目：０．６、４年目：０．８の軽減
率を乗じる措置）が適用されます。

＜参考＞

宅地並み課税への移行にあたっての激変緩和措置は、下記のような場合に適用
されているものです。

新たに特定市となった都市の市街化区域内農地
新たに市街化区域に編入された区域の農地
道連れ解除等により生産緑地地区が解除された市街化区域内農地
特定生産緑地に指定されなかった生産緑地
特定生産緑地の指定の解除が行われた場合

■固定資産税等の激変緩和措置のイメージ
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